
53November-December 2020

はじめに

2020年春、新型コロナウイルス
の世界的な感染拡大を受け、日本
政府が企業に対して感染予防の行
動を最優先に推奨したことにより、
多くの企業は働き方の見直しを余儀
なくされた。なるべく自宅から出ず、
人に会わずに働くという制約は壮大
な社会実験の様相を呈し、今日ま
で働き方改革の文脈において行わ
れてきたワークプレイスに関する議
論を活発化させる契機ともなってい
る。

そうした状況を受け、ザイマッ
クス総研では本年6月および 8月
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に、全国の企業を対象とした働き方
やワークプレイスに関するアンケー
ト調査を行った。また、ザイマック
スが運営する法人向けサテライトオ
フィスサービス「ZXY」利用登録企
業のうち 30社にヒアリング調査を
行い、非常事態下での取り組みや
苦労、率直な感想といった生の声を
収集した。

本稿はそれらの調査結果をもと
に、コロナ禍における企業の対応と
課題、今後のオフィス戦略に対する
考え方などを明らかにし、ポストコ
ロナにおける企業の働き方とワーク
プレイスの方向性を予測することを
目指すものである。なお、世間の状

況は刻一刻と変化しており、本稿は
現段階での我々の考えを取りまとめ
たものに過ぎない。ザイマックス総
研では、企業やワーカーに対して引
き続き定期的にアンケートやヒアリ
ングを実施し、その変化を発表して
いくつもりである。

1. 緊急事態宣言下の
テレワーク活用

コロナ禍による変革の象徴とも
いえるのが、在宅勤務の急速な拡
大だろう。6月の企業調査におい
て、コロナ対策として実施した施策
を聞いたところ 91.5%の企業が在
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宅勤務を実施しており、時差出勤
（76.6%）を上回った。また、在宅勤
務を実施したこれらの企業のうち、
64.5%はコロナ危機を機に初めて導
入した「在宅ビギナー」であったほ
か、29.8%は以前から導入していた
在宅勤務をこの機に強化・拡大した
と回答しており、コロナ危機がテレ
ワーク活用を急速に後押ししたこと
がデータからも明らかとなった。

さらにその影響は、これまで働き
方改革に消極的であった層にも及ん
でいる。在宅勤務の実施率を企業
属性別にみると、過去の調査では
大企業や東京23区の企業などが牽
引していたが、今般のコロナ禍では
属性を問わず幅広い企業で実施さ
れたことがわかった。たとえば、従
業員数別では「100人未満」で 88%、
オフィス所在地別では「大阪市」で
86.1%と、それぞれ実施率がもっと
も低い属性でも 9割近い実施率で
あった【図表1・2】。

ただし、在宅勤務を取り入れたす
べての企業で新しい働き方が定着
するかは未知数だ。コロナ危機対策
として在宅勤務を実施した企業のう
ち 15.7％は、緊急事態宣言が解除
された直後の 6月初旬には在宅勤務
の利用をすでにやめていたことがわ
かっている。在宅ビギナー企業だけ
でみるとこの割合は 23.0％にまで高
まり、あくまでも緊急事態宣言下の
急場しのぎと捉えていた企業は少な
くないようだ。

継続していても、育児・介護等の
事情のある人や健康不安者のみな
ど、限定的な運用に移行した企業も
みられ、企業の推奨・指示による全

社的な在宅勤務は、緊急事態宣言
が発出された 4 ～ 5月をピークにそ
の後減少したと考えられる。

2. 在宅勤務の課題と
サテライトオフィス利用

テレワークをはじめとする柔軟な
働き方は、世界で最も少子高齢化
が進む国の一つであり、従来の働き
手のみならず多様な人材に働いても
らわなければならない日本において
必要不可欠となっている。2016年頃
から政府が推し進めている働き方改
革の切り札がテレワークでもある。
日本はほかにも、育児・介護と就労
の両立支援の不足や、先進諸国の
中で突出して低い労働生産性など、
社会全体で解決に取り組むべき課

題を数多く抱えており、その打開策
として、企業による「働いてもらい方」
の抜本的な構造変化が長らく求めら
れてきた。

そうした状況において、コロナ危
機が日本企業の働き方にパラダイム
シフトをもたらす契機となっている
ことは間違いなく、在宅勤務をせっ
かく導入したにも関わらず、短期間
で元の働き方に戻ってしまった企業
が少なからず存在するのは残念なこ
とである。

元の働き方に戻ってしまった企業
は、在宅勤務に何かしらの課題や
不満を感じていたと考えられる。実
際、同調査で「在宅勤務に関して困っ
たことや課題」を聞いた結果、「特に
なし」と回答した割合はわずか 3.3%
に留まり、ほぼすべての企業が具体

【図表 2】コロナ対策としての在宅勤務の実施率（オフィス所在地別）

【図表 1】コロナ対策としての在宅勤務の実施率（企業規模別）
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的な課題を感じていたことがわかっ
た【図表3】。

内容をみると、1位は「在宅勤務
ではできない業務がある」（77.3%）
で、ほかの選択肢と比べ突出して高
かった。2位以下には「ペーパーレ
ス対応が不十分」「決裁等の電子化
対応が不十分」「マネジメント（業務、
勤怠、評価等）が難しい」「ネット
ワーク環境の整備が不十分」などが
並び、テレワークのための最低限の
環境整備が追い付いていなかった
ため仕事に支障が出てしまい、テレ
ワークに前向きな印象を持てなかっ
た状況がうかがえる。

また、「社内決裁等は全て電子化
されているが、社外との契約に押印
が必要なので出社している」「民間
同士では電子化のやりとりも進んで
きているが、公的機関や行政関連の
電子化が進んでいないために出社
せざるを得ない部門がある」といっ
た声もきかれ、自社の取り組みだけ

では解決できない課題があることも
わかった。特にBtoB 企業は、顧客
企業のテレワーク推進度に影響され
る場合もあり、社会全体の変革が
求められる。

在宅勤務の課題として挙げられ
る項目のなかには、サテライトオフィ
スなど、自宅以外のテレワークプレ
イスを設けることで解決可能なもの
もあり、従業員の自宅環境やネット
ワーク環境に関する課題がそれに
あたる。企業ヒアリングでも「情報
漏洩の懸念からコンビニプリントを
禁止しており、プリンターを持って
いない社員は印刷できない」「貸出
用Wi-Fiルーターなどの機器が足り
ず、必要数を確保するまで在宅勤
務できない社員がいた」「家族からの
プレッシャーで家に居づらい社員が
出社してしまう」といった声がきか
れた。

こうした課題への対策として、従
業員のテレワーク拠点としてサテラ

イトオフィスを選択する企業が増え
ている。近年ではサテライトオフィ
スサービス事業者の市場参入が活
発化するとともに、ワーカーが住む
郊外で職住近接型拠点の数が増え
ており、それらを利用することで、
都心オフィスへの通勤を削減しつ
つ、在宅勤務のデメリットを解消す
る狙いがあるようだ。こうした企業
のニーズに伴い、最近ではオンライ
ン会議に対応した個室タイプの人気
が高まっている一方、感染に対する
懸念から不特定多数で共有するコ
ワーキングタイプの需要が世界的に
減少するなど、サテライトオフィス
のタイプの流行にもコロナ禍の影響
がみられている。

コロナ禍収束後にサテライトオ
フィスがどのような進化を遂げるか
はまだわからないものの、企業のテ
レワーク導入自体は今まで以上に加
速すると予想され、今後もこれを支
えるプラットフォームであるサテラ

【図表 3】在宅勤務に関して困ったことや課題
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イトオフィスサービスの市場が拡大
していくことは間違いないだろう。

3. ポストコロナの
ワークプレイス戦略

コロナ禍を機に在宅勤務やサテ
ライトオフィスの利用が広がり、画
一的かつ一極集中的であった日本
企業の働く場所が多様化・分散化
しつつある。それに伴い、すでに一
部の企業では、従来の集まるオフィ
スを縮小する動きがみられ始めてい
る。8月の調査でも、21.8%の企業
が「オフィス面積縮小（減床、移転、
分室解約等）の検討」に着手してい
ると回答し、その理由・目的として
は「テレワークによる必要面積の減
少」が最も多く、「オフィスコスト削
減」を上回った【図表4】。

さらに、コロナ危機収束後の意向
となると、30.4%の企業がメインオ
フィスの面積を「縮小したい」と回答
した。具体的な方向性としても、多
くの企業が「メインオフィスとテレ
ワークの両方を使い分ける」（54.1%）
や「在宅勤務を推進し、出社を減ら

す」（37.7%）と考えており、「収束後
は以前同様に戻る」（10.6%）を大きく
上回る結果となった。

この調査の対象企業は東京に本
社を置く大企業が中心であり、特に
先進的であったり、オフィスコスト
負担が重かったりする一部企業の
傾向が調査結果に表れた可能性も
ある。しかし、多くのオフィスワー
カーがテレワークを体験した今、仮
にコロナ禍が収束したからといっ
て、従来の「満員電車で都心オフィ
スに毎日通う」働き方に完全に回帰
するとは考えづらい。コロナ禍の長
期化が見込まれる現在の状況を踏
まえても、このまま働く場所の分散
化が進むことで、従来の集まるオ
フィスは存在意義をシビアに問われ
ることになるだろう。

ただし、コロナ禍はオフィス縮小
だけでなく拡張の必要性をももたら
しており、テレワークの普及とオフィ
ス面積縮小が必ずしも同時進行す
るわけではない。まず、三密を避け、
ソーシャルディスタンスを確保する
という新たなニーズが必要面積を拡
張させる要素となっている。コロナ

禍でテレワークに移行したある企業
では、「都心オフィスのワンフロアを
返し、浮いたコストをシェアオフィ
ス契約や在宅勤務環境整備に充て
ようという意見が出ている一方、オ
フィスの１人あたり面積を広げて
ソーシャルディスタンスを確保する
ため減床はすべきでないという意見
もある」と、現状のオフィス戦略策
定の難しさを語った。

オフィスレイアウトの面でも、面
積効率化に寄与するとして近年人
気のあったオープンエリアやフリー
アドレス席などが、感染拡大の懸
念から個室や固定席に回帰する動き
が起きている。コロナ禍によって底
上げされた人々の衛生観念や安心・
安全に対する意識は、たとえ事態
が収束しても元に戻らない不可逆な
意識変革となる可能性が高い。そう
すると将来のオフィスレイアウトは、
ある程度の面積を必要とするタイプ
が主流になるかもしれない。

将来のメインオフィスは、必要人
数さえ収容できればよい単なるハコ
ではなく、ウェルネスや感染症対策
への配慮、BCP対策などの新たな
価値が求められるようになり、たと
えテレワークで利用人数が減っても
面積縮小に直結はしなくなると考え
られる。また、センサーや座席予約
システムなどを導入し、社員の出社
率やオフィススペースの稼働状況、
誰がどこで働いているのかを把握・
コントロールしようとする企業も現
れるなど、オフィス運用はより高度
化している。テレワークについては、
在宅勤務を導入した企業がその課
題や限界を認識することで、より多

【図表 4】オフィス面積縮小の理由・目的
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くのサテライトオフィスを自ら開設
する、あるいはサービス利用する企
業が増えてくるだろう。

こうした複数の要素が絡み合い、
企業は今後、集まるオフィスとテレ
ワーク環境を包括したワークプレイ
ス全体のハイレベルな戦略を持つ
必要に迫られる。ポストコロナには、
戦略を持ってワークプレイスを進化
させる企業と、ただコロナ以前の状
態に戻るだけの企業との間で短期
的にも中長期的にも、ワーカーのモ
チベーションや生産性、人材確保な
どの点で差が開いていくと考えられ
る。

おわりに

今後の状況次第では、コロナ禍
の影響による景気悪化から企業のコ
スト削減意識が高まり、テレワーク
活用を前提とするメインオフィス縮
小の動きに拍車がかかる可能性は
ある。業種や規模、社歴、意志決
定層の年齢でも選択はさまざまだろ

う。たとえば若いIT企業の「オフィ
ス返上・完全テレワーク移行」といっ
たドラスティックな決定の報道を目
にする機会も増えている。

しかし、今はいわば非常事態で
あり、感染予防を最優先事項として
行動する日常が永遠に続くわけでは
ない。長期的にみれば、企業とし
てのサステナビリティが最優先であ
り、新サービスやイノベーションを
生み出さなければ存続できない。長
きにわたる非常事態から感染の脅威
を克服した暁には、働き方の揺り戻
しが起きる可能性もあるだろう。た
とえば、人が集まる価値があらため
て見直され、物理的にオフィスに来
ることを従業員に求める企業が少な
からず現れるかもしれない。ただし
その際は、コロナ以前とまったく同
じ使い方ではなく、集まるオフィス
の新たな価値を再構築するチャンス
としなければならない。

ワークプレイスはそこで働く人の
マインドに影響し、働き方を規定し、
結果としてパフォーマンスを左右す

るものであり、企業活動において本
来もっと重視されるべき経営課題で
ある。さらにコロナ禍を経験したこ
とで、多くの企業は今後、オフィス
の役割の再定義や、メインオフィス
とテレワークのバランスの最適化と
いった課題にも取り組むことになる。

今は分散方向の働き方に注目が
集まっているが、テレワークだけで
すべてをカバーする必要はなく、多
くの人が経験したからこそみえてき
たテレワークの弱点から、従来の
集まるオフィスの存在価値があらた
めて洗い出される機会ともなってい
る。出社かテレワークか、テレワー
クでも在宅勤務かサテライトオフィ
ス勤務か、どれか一つに絞るのでは
なく、それぞれの長所を「いいとこ
どり」できる環境が、人材の多様化
が進むポストコロナの日本において
は一つのベストプラクティスとなる
だろう。そのとき従来のオフィスマー
ケットがどのような影響を受けるの
か、引き続き企業の需要面から注視
していきたい。
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1990 年リクルート入社、リクルートビルマ
ネジメント（RBM）出向。オフィスビルの運
営管理や海外投資家物件の PM などに従事。
2000 年 RBMがMBO にてザイマックスと
して独立後、マーケティング部にて数多くの投
資家向けのマーケットレポートやデューデリ
ジェンスなどを担当。その後も、ザイマックス
不動産マーケティング研究所（ザイマックス総
研の前身）及び現ザイマックス総研で一貫して
不動産マーケットの調査分析、研究に従事。さ
らに最近では、働き方とオフィスについてのメ
イン担当。ザイマックスの不動産データベース
の管理担当者。上智大学外国語学部卒業。


